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【発表のポイント】 
 韓国の都市と地域において屋上太陽光発電（PV）と電気自動車（EV）を蓄電池

として用いた脱炭素化の効果を分析。 
 電力消費とガソリン車などからの CO2 排出を最大 86%減らしながら、最大 51%の

エネルギー経費の節約に繋がることが分かった。 
 

【概要】 
気候変動の影響を最小限とするためには、2050 年までに世界全体で二酸化炭

素排出をネットゼロ（カーボンニュートラル）とする必要があります。それを可能とする

ためには、経済性の高い脱炭素化手法を開発する必要があります。 
東北大学環境科学研究科の小端准教授の研究グループは、これまで国内外の

研究者と共同で屋上 PV と EV を蓄電池として用いて都市レベルで CO2 フリーの

電力供給を行うシステムの研究を行ってきました（SolarEV シティー構想）。米国パ

デュー大学、韓国ソウル大学、東北大学の研究者が共同で行った本研究では、ソウ

ルを含む韓国の都市と地域の分析を行い、電力消費とガソリン車などからの CO2 排

出を最大 86%減らしながら、最大 51%のエネルギー経費の節約に繋がることを明ら

かにしました。日本と韓国は、共に世界的な自動車・電機メーカーを有し、新しい

PV+EV を基盤とした分散型電源システムを構築する能力を有します。今後、

SolarEV シティー構想の実現に向けて協力することが求められます。 
本研究成果は、2022 年 5 月 20 日に国際科学誌 Applied Energy（電子版）に掲

載されました。  

韓国でも日本同様に 
屋上太陽光発電と電気自動車の組み合わせが 

脱炭素化に有効とわかる 
― 日韓共同の「ソーラーEV シティー構想」推進に期待 ― 
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【詳細な説明】 
2050 年にカーボンニュートラルを実現するには、価格の下落が著しい太陽光発電

（PV）と世界で急速に普及が進む電気自動車（EV）を活用することが欠かせません。

そこで、環境科学研究科の小端准教授の研究グループは、屋根上 PV と EV を用い

た都市の脱炭素化に関する研究を進めてきました。 
これまでの研究によると、屋上 PV を都市の建物の屋根に最大 70%に敷設し、全

ての自動車を EV とし蓄電池として用いることで、都市の脱炭素化が低コストで大幅な

CO２排出削減に繋がることを示しました（参考文献 1、2、3、4）。例えば、日本の 9 つ

の都市（東京都区部、札幌市、仙台市、郡山市、新潟市、川崎市、京都市、岡山市、

広島市）において、PV+EV システムによって都市の 53-95%の電力需要を賄うことが

できることが分かりました。自動車と電力消費からの CO2 排出の 54-95%の削減に繋

がります。 
また、2030 年の PV と EV の価格を想定すると、26%-41%のエネルギー経費の削

減に繋がることがわかりました。ちなみに、仙台市は、屋根上 PV+EV システムによっ

て、都市の電力需要の最大 81%の供給を行うことが可能で、81%の CO２排出削減と

なります。また、31%のエネルギー経費の削減にも繋がります（参考文献 3）。 
今回の研究では、米国、韓国、日本の共同研究により韓国の都市、ソウル、インチ

ョン、テジョン、セジョン、チェジュ島（図 1）の分析を行いました。韓国の都市は、日本

に比べてマンション等の共同住宅が多く、一人当たり屋根面積が比較的小さいため、

日本に比べて若干 PV+EV システムの効率は小さくなりますが、ソウル市でも最大

49%の CO２削減に繋がることがわかりました。チェジュ島は、戸建て住宅が多く最大

86%の CO２排出削減に繋がります。 
日本、韓国共に世界的な自動車・電機メーカーを有し、新しい PV+EV を基盤とし

た分散型電源システムを構築する能力を有します。今後、SolarEV シティー構想の

実現に向けて協力することが求められます。また、小端准教授の研究グループは、米

国、インドネシア、中国、フランス、オーストラリアの研究者と共に、世界の都市におい

て、PV+EV システムの脱炭素化ポテンシャルが、気候や、都市の形状、電力システ

ムの違いによってどの程度影響されるか研究を進めています。 
 



 
図 1 分析を行った韓国の 5 つの都市と地域。 
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